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I．立論のためのいくつかの前提
　［個体の存在と自己決定の不在］
　人間個体の存在に対する当の個体の意思の関与について考えるところから，始めよう。
当の個体の意思の関与抜きに，生きさせられるところから，人間諸個体の存在が始まるの
だということ。これはここにおいて立論を試みること全体の原点ともいうべき事柄である。
　人間個体の存在に対する当の個体の意思の不関与に伴うこととして，次のことにも止目
しておきたい。即ち， 当の個体に固有の属性とみなされることの多い諸面―能力や気質や
容貌など―に対しても当の個体の意思の不関与においてこそ，その存在の始発があるのだ
ということに。人間個体はその存在を開始して以降，（その存在諸条件に応じた程度の相
違が度外視されてしまうことはないにせよ，）何らかの形でその行為に自らの意思をもっ
ての決定を関与させることができる，とみなされることも多い。そしてまた，そのように
自己決定できる条件を整備することが必要で大事なことだ，というふうにも論じられるこ
とが多い。そのように自己決定できる条件下で累積する諸行為の帰結として得られる個体
の特に業績や能力のありようについては，基本的には自己に責任があり，その能力や業績
の多寡や価値の高低に応じて社会的地位や所得が配分されることは正義に適う，と考える
筋立てが有力なるものとして成り立つし，現にその筋立てが支配力を発揮してきた。この
筋立てにはしかし，飛躍がみてとれる。存在の原初における当の個体の意思の不関与と，
存在の始発以降（多かれ少なかれ）みられる当の個体の意思の関与と，の関連が曖昧なま
まにされ，しかも，自己決定をなしうるための条件整備下での諸行為の累積としての業績
や能力が基本的に当の個体の制御と責任に帰されるべきとの思念の無根拠性が問題化され
ていない，というところにその飛躍の元がある。人間の存在と行為をめぐる事象は相互に
関連する相においてみる必要があるから，そのおおまかな輪郭だけでも摑んでおこうとし
て述べたわけだが，中でも特にここで押えておきたいことの要は，凝縮して言えば，人間
個体の存在の始発に対する当人の決定の不在ということになる。もう一点だけ付け加える
ならば，上記のことがふまえられるがゆえにこそ，人間個体のその後の生存過程において
自己決定できる条件を最大限拡張することでもって，正義の社会的制度基盤が確立するわ
けではけっしてないのだということ，このことが考慮され続けねばならない。
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　［正義の構想からの「能力主義」の問題化という必要性］
　社会世界に生きる諸個人の問にはその意思や要求や（さらに一般化して言えば）行為に
おいて必ずしも調和が観られるとはかぎらず，むしろそこに相剋が生じる場合が多い。相
剋する意思や要求そして行為の間のバランスを適正に齎らし，根拠を持たぬ差別を除去す
る，という正義の観念に照らして，バランスの適正さ，および差異化の根拠の有無，を判
断する基準をどこに置けばよいのか，ということに関して，さらには，上記バランスを齎
らし無根拠な差別を除去するという営為をどのようにして実現すればよいのか，というこ
とに関しては―正義の構想に関しては―，これまでの倫理学説においても確定的・一義的
に決着されているわけではない。
　ところで，学校教育システムや学校組織におけるその構成員の行為への評価と処遇に際
して，さらに広くは，社会的職業世界におけるその構成員の行為への評価と処遇に際して，
「能力主義」原理がほとんど自明視された基盤たり続けている。ここに言う「能力主義」
とは，黒崎勲が的確に指摘しているように，近現代社会を構成する次のような原理のこと
である。即ち，「資本主義的（というよりもむしろ産業社会での―引用者）分業体制の下
で個人を社会に関係づけるための媒介概念として，異なる個人の具体的な能力を量的尺度
に還元して，その同等性と差異性を表示することを機能とする」能力が重要視され，それ
ゆえ学習もまた，既存の社会の求める基準にしたがって測定されそれに順応する形で行な
われるものとなる。「学習する当人にとっては，この測定評価の上位に位置することが学
習の目的となり，（中略）学習する個人に社会的な成功という報酬をもたらす」原理（黒
崎1995：48-49）のことである。さらに約言すれば，「諸個人の具体的能力を市場能力とい
う形態において把握し，商品交換の論理によって数量化，序列化することを通して社会的
分業の枠組みに関係づける」原理（同上120）のことである。
　［「教育的価値」の設定様相と「能力主義」への距離の取り方との関連性］
　「教育的価値」がどのような意味においてどのように方向づけられて設定されるのか，
ということ（―「教育的価値」の設定様相），このことに不可分な「教育目的」の内実―
「教育的価値」の実現の図られ方―がどのようであるかということ。これを一方の極に据
えて考えるとしよう。他方の極には，「能力主義」への距離の取り方を据えて考えるとし
よう。両極に据えたこれら双方がどのように関連するのかを，必要と思われる場合分けを
施すことを通して，類別してみる。
　α）一方において，「教育的価値」が教育行為の志向すべき意味の無媒介的同一性にお
　　いて設定され，したがって「教育目的」がその達成度合について量的多寡において序
　　列化して評価し得るものとして（一元的数値尺度において秤量し得るものとして）設
　　定される。他方において，「能力主義」への距離の取り方が諸個人の市場価値として
　　数値化され序列化されうる「能力」に応じて社会的に処遇されるという（先述の）原
　　理に埋没した様相にある。このような場合について。双方の間には，齟齬する要因な
　　しに整合し一体化するという関連が生まれると考えてよいだろう。「教育的価値」が
　　既存の社会における市場価値とまったく無関与な意味志向性を帯びたものとして設定
　　されることは，起こりがたいからである。（ただし，前者がいわば「文化資本」的ポ
　　テンシャルの形成という内容に限定されてなされつつ，両者の関連が生まれる場合も
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想定しうる。）この場合における「教育的価値」の設定様相と「能力主義」への距離
の取り方とは相互に強化し合うことによって，教育行為の志向する意味の揺らぎが生
　じる余地を失い，それゆえにまた，教育行為の目的合理的組織化が効用最大化に向け
て安定的に効率高くなされることになる。
β）一方において，「教育的価値」が意味の無媒介的同一性において設定され，したがっ
て「教育目的」がその達成度合について量的多寡において序列化して評価し得るもの
　として設定される。他方において，「能力主義」への距離の取り方が，諸個人の市場
価値として数値化され序列化されうる「能力」に限定した上で諸個人の行為を評価し
処遇する，という意味地平から逸出し始める。このような場合について。この場合に
　は，前者と整合しない後者の様相を起点として，教育的価値設定様相に順接する教育
行為に対する，さらにそうした教育行為の組織化に対する，懐疑の生じる余地が見出
　される。この懐疑が増幅され発展するか否かは，前者の設定様相と後者の距離の取り
方との間での葛藤の質や度合に依って決まる（1）。
γ）一方において，「教育的価値」が意味の無媒介的同一性において設定されがたくな
　り，したがって「教育目的」がその達成度合について量的多寡において序列化して測
定しうるものとしては設定されがたくなる。他方において，「能力主義」への距離の
取り方が，諸個人の行為遂行力の市場価値として数値化され序列化されうる「能力」
　に限定した上で諸個人の行為を評価し処遇するところに，埋没している。このような
場合について。この場合には，前者を起点として，教育行為の志向する意味が創造的
　に探求される余地が生じる。とはいえ，全体社会構成原理として懐疑なく保持される
　「能力主義」が，教育行為に対しても現実的な機能的要件たり続ける，というのが全
　体社会の情況である。したがって究極的支配力を発揮する後者によって，前者は微力
で虚しい抵抗に終るか，もしくは，たてまえとして前者の設定様相を強調しつつも後
者の支配力に鈍感なままに，取り込まれてしまうか，という傾動を呈する（2）。
δ）一方において，「教育的価値」が意味の無媒介的同一性において設定されがたくな
　り，したがって「教育目的」がその達成度合についての量的多寡において序列化して
測定しうるものとしては設定されがたくなる。他方において，「能力主義」への距離
　の取り方が，諸個人の市場価値として数値化され序列化されうる「能力」に限定した
上で諸個人の行為を評価し処遇するという原理から，逸出し始める。このような場合
　について。前者の設定様相に観られる不確定性，そして後者に現出する距離の取り方，
　この双方を結びつける必然的な筋道はもはや見出しえない。それ故この場合には，準
　拠点なしに，前者についての多様な摸索と後者についての多様な摸索とが相互に関係
　し合う方途が多様に創出的に探られることになる。
［近現代学校教育システムに対して暗黙裡に広範な支えをなす功利主義および
　その準拠基盤の恣意性］
　近現代社会において，子どもや青年が学び育つ場や機会を多様に作り出していく試みを
促すのではなくて，学校教育システムとして機能的連関性・統合性を有した中での個々の
学校組織においてこそ普遍的な教育的価値や論理に依拠して，科学と生活との統合を通じ
てのリアルな知識・技術を子ども達に培っていくという効用を最大化することができる。
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このような思惟様式が広範な支持を得ることになり，その思惟様式に基づく学校教育の営
みがいわば自明視された形でなされてきたこと，このことがここでまず確認しておくべき
事柄である。
　こうした思惟様式および実践において得られるはずのものは，倫理学説に言うところの
〈功利主義〉に依拠せる成果―通常，「最大多数の最大幸福」としての社会改革原理と思
念されるところの成果―である。功利主義について，川本隆史によりつつ，もう少し説明
するならば，次の三つの柱が挙げられる。①行為や制度の真価はそれの齎らす帰結から判
断される（―帰結主義）。②帰結の善し悪しは当事者にとっての効用をもって評価される
（―効用主義）。③各人にとっての数値化された効用の集計からなる社会全体の幸福の最
大化が達成されるべき状態である（―集計主義）。（木田元他編1997：369）
　功利主義は今日においても広範に影響力を保持しているとみてよいだろうが，その前提
的認識において観られる欠陥を川本は，（B．ウィリアムズ1973やA．セン1980／1989など
を援用しつつ，）次のように鋭く衝いている。a）功利主義はその「帰結主義」にかかわっ
て，結果として算定される効用といういわば非人称的な価値を追求するため，各人各様の
価値や行為に対する責任を（―他者によってでは代替されない価値や責任を）無視する傾
動をもつ。それゆえまた，当人の人格的尊厳を掘り崩してしまう。b）功利主義はその
「効用主義」にかかわって，行為や制度の帰結を道徳面から評価するにあたっては，当事
者にとっての序数化や集計算定されざる質的な非効用情報も必要とされるにもかかわらず，
それを考慮に入れることができない。c）当事者の効用が所与の状況への「適応的選好形
成」の所産であった場合には，当の効用情報自体が帰結を偏向なく評価する上で適切なも
のではなくなってしまう（川本1995：21-22）。
　要するに，近現代学校教育システムが暗黙裡に依拠する功利主義それ自体が，その前提
とする基盤において確かな正当性を主張し得るものでなく，むしろその主張に恣意性が混
入していること，このことをここでは押えておこう。
　［「能力主義」原理の純化せる支柱たる自由至上主義―その準拠基盤の脆弱さ］
　ロバート・ノーズィックに代表される自由至上主義（リバタリアニズム）は，現代倫理
学説において無視しえない影響力を持つものの一つである。この説からは，各人の具有す
る能力や努力（する力）を準拠基盤としてそれらを用いた行為の結果獲得されるものは当
人の所有に帰する，という筋立てが前面に押し出される。「能力主義」を純化して正当視
する（そこに懐疑を持ち込もうとしない）筋立てである。しかしこの筋立ての準拠基盤は
脆弱さを持つ。各人は自らの身体も能力も，（根源的に問い詰めるならば）自己自身の労
働や作為のみをもって創りだしたものとは言えないことが判明するからだ。
　［学校組織形成の準拠軸についての可動性］
　「学校教育システム」や「学校組織」という観念が社会的な正義や道徳にとって望まし
いものとして機能すべく，それらの言葉にまつわる諸関係の複雑性を縮減することに対し
て，こうした観念の機能的要件が，それも意味の上で開かれた機能的要件が，考えられる
のではないだろうか。そしてまた以上の諸前提をふまえつつ機能的要件についてのこの考
え方の下で，従前のこれら観念のあり方を問題化し直し，別様の機能様態の探求―機能
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的等価性の探求（3）―がなされうる条件がしだいに整いつつあるといえるのではないだろ
うか。
　しかしながら，現実の全体社会の主流としては，市場における商品交換を基軸として利
得を求める競争原理がなお根強くはたらき続けている。本研究のもくろみは，こうした社
会の中で「能力主義」を根底から問題化しつつこの原理に取り込まれてしまわない学校組
織の形成がどのような論理的根拠づけの下に探られうるのか，このことにこだわる思索の
跡を記しておこうとするところにある。
II．「能力主義」原理の不正義性についての演繹的論証
　既にJ．ロールズが功利主義的正義論批判のコンテクストにおいて提唱してきたところ
の「公正としての正義」を論究するために，その出発点として想定したかの「原初状態」
に置かれた諸個人の選択・判断のありようを，思い起こしてみよう。これを一つの手がか
りにして我々は，「能力主義」原理の不正義性について議論し始めることができるように
思われる。ロールズの言う「原初状態」においては，各人が「無知のヴェール」に覆われ
ている故に，社会生活のなかでどのような所得や地位を得ることになるのかという，自分
の具体的な暮らし向きがわかっていない。そこからロールズは，各人が地位や所得を求め
て公正な競争が行なわれることを望み，同時に，各人の問の不平等はどの程度まで許容可
能であるかに関してば，社会生活の中での利得が最小のものに留まるという境遇に自らが
陥る危険性が存在することをも自覚しているが故に，そのような社会での利得獲得競争が
齎らす不平等における最悪の事態を最大限改善するという原理（「マクシミン・ルール」
に則った格差原理）が選択されるべきことを主張する（ロールズ1971：第一部）。ロールズ
はこの論立てに際して前提とすべきこととして，各人の持って生まれた能力や才能や（努
力して業績を得ようとする）意志の力などについて各人が自ら獲得したものとしてその所
有を主張できるわけではないことを―各人へのそれらの配分は偶有的で恣意的なものでも
あることを―念頭に置いている（ロールズ1971／1979：56-57）。このことを徹底して問題
化しようとするならば，「格差原理」を採用する必然性もなくなるのではないだろうか。
つまり，地位や所得の不平等を具備した社会構成を何故に築かねばならないのか，が問わ
れてよいことになる。この不徹底さには，ロールズが「精神障害者」に対する処遇を考察
対象から外している（訳書：74-75）点が関わり合っているとも考えられる。一定水準以
上の「能力」を具有する故に，利得獲得競争ゲームに参加しようと動機づけられる人間達
（市民）を，考察対象圏域としているわけだから。竹内章朗はこの点に関して，ロールズ
の不徹底さを次のように衝いている。①ロールズの焦点化する「社会的基本財」や「基本
的自由・権利」が現存社会における富や文化についての観念形態に引き寄せられている。
それゆえに，道徳性を備えた人格の定義が市民社会での生活上の必要最小限度の「能力」
を備えた個人とされ，現存社会での「弱者」のありようを検討対象となしうる議論になっ
てはいない。②「人間存在それ自体の内奥にまで共同性や社会性を貫徹させて，平等や正
義の問題をとらえていない」が故に，能力を捉える際にも，その「共同性や社会性把握の
中途半端さが見られる。」能力の「機能や作用をも含めた形で，能力レヴェルにまで深化
拡大された共同性をとらえるべき」である（竹内1993：146-147）。
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　こうした点はさらに，M．ウォルツァーやA．センにおいてもやや異なる視点から指摘
されている。ここではA．センの議論を採りあげ，ロールズの立場がどのように批判され
ているのかを，見ておこう。センによれば，ロールズの言う公正としての正義とは，物質
的財の配分およびその極大化に収敏する物神崇拝の議論である。また，「（社会的）基本
財というアプローチは，人間存在の多様性にほとんど注意を払っていないように思われる。
（中略）事実人々の間できわめて広く見られる種々の相違を考察の対象から落としている
ところ，ここに格差原理の問題点がある。不平等の度合い［の是非］を，たんに基本財の
観点からだけで判断するような道徳には，必ず何らかの盲点がつきまとう」（セン1980／
1989：249-250）。センはこうした批判をふまえて，（現象形態として）諸個体に付着して
いる諸ニーズを平等に実現する方途として，「ニーズを基本的潜在能力という形態におい
て」解釈すべきだとする筋立ての中で，「基本財に向けたロールズの関心を無理なく拡張
し，財から財が人間に対してなすことへと注意の方向を変えることができる」と強調する
ところから，「基本的潜在能力の平等」を説いている（同上253-255）。ロールズの公正
としての正義の弱点の超克という視軸から，注目すべき指摘がなされていると評せよう。
　前節で挙げた事項をふまえつつ，この節での論考をもって判明してきたのは，人間諸個
体に切り離しがたく付着しているかに見え，したがって各人固有の属性そのものとさえ見
える能力についても，その実相を問うならば，それぞれの個体を形成するに至る諸関係
（諸条件）の通時的・共時的結節としての諸個人のいわば自然的差異と，既存の社会・文
化内での能力評価観の通時的・共時的結節としての諸個人のいわば社会的差異（地位や所
得などの形で表れる差異）と，の間の，これまた特定の諸関係（諸条件）の結節としてこ
そ，捉えられるべきことである。こうした能力に対する視角から諸個体の能力の形成やそ
の現象を問い進めるならば，竹内章朗の主張する「能力の共同性・相互関係性」という捉
え方を，（一見したところ感じられるかもしれない飛躍観を払拭して）理解することもで
きるように考えられる。かくして，功利主義批判の脈絡の中でロールズにより探究の端緒
が刻まれ，さらにロールズの不徹底さを指摘するウォルツァーやセンや竹内章朗の議論か
ら，各個体が自らその能力を創りだしそれに責任をおい，またそれを使用した行為の成果
いかんによって社会的処遇が決せられる，ということが正義性を持ちうるとする通念的思
念の根拠が，少なくとも崩壊することが論証されたといえるだろう。それはまた，「能力
主義」原理の不正義性が演繹的に論証されたことをも示している。
III．学校組織形成における「能力主義」の問題化構想
　ここではある私立学校（Y学園と呼んでおこう）の構想に基づいて，「能力主義」原理
への問題化の可能性を探る，という視座から考察してみよう。
1．学校組織における「能力主義」原理への抵抗や反措定が実践的に困難となる
　脈絡：“システム／生活世界”が対抗図式たりえないその緊密なる連関・浸透
　「システムによる生活世界の植民地化」ということが何らかの葛藤としての現実的意味
を持つのは，どのようなところでか。“システム／生活世界”が既に相互に浸透し合って
おり緊密に結合しているところでは，ほとんど意味を持ちえない。逆に，生活世界が共同
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社会のまとまりとして，既存のシステム（―市場価値への翻訳可能性を前提として商品生
産・商品交換に依拠した価値・規範形式に全面的に覆われた社会関係のまとまり）とは異
質の価値や規範の連関を探り創り出しつつあるところでは，意味を持ちうる。そこでは学
校教育という営みや学校組織の形成理路が，市民社会（―“システム／生活世界”の融合・
浸透という常態を表象しつつ物象的依存関係の下に機能連関している社会）におけるそれ
とは，根底的な異質性を獲得しうる。既存の社会システムにおける支配的価値・規範のあ
り方に包摂されることのない・むしろそれへの批判的思惟を濃く含んだ・教育理念に基づ
いて創設される学校の多くが，にもかかわらず既存の社会システムのリアリティに結局の
ところ取り込まれて所期の理念が骨抜きにされることになるのは，その学校を支える生活
世界―共同社会―が既存のシステムに抗しうる基盤をもって存在することがないからであ
る。
　2．共同社会のありようが「能力主義」原理を問題化するための条件
　いわゆる「産業社会」の中で生活の豊かさを追求しようとするときには，固定した主体
―客体図式に沿って数値化可能な生産の目的合理性が何よりも重視されることになる。そ
の推進軸は，工業的生産力上昇に従属する形での物神的操作的消費欲求の充足に置かれる
ことになり，そうした内実から成る生産―消費システムに見合った成果への貢献度合を，
各人ごとに測定し評価することが求められることになる。このことは労働の場面に於いて
だけでなく，労働能力の養成を主要な役割の一つとする学校教育の場面に於いても求めら
れるわけである。かくして「能力主義」原理が浸透し支配しそこに生きる人々によって自
明視されるようになる。
　ところが，「産業社会」の中で生活することを逃れがたい運命とみなし甘受するのでは
なく，別様の生活共同体を形成してそこで生活様式や人間関係を根本的に構築し直そうと
するときには，上記の場合のように「能力主義」が自明視されたままには終わらないだろ
う。「産業社会」の価値・規範形式から距離をとって，むしろそれに抗する形で農系社会
としての共同社会を構築してきた実践の跡を我々は現にこの国のなかにも見ることができ
る。そこでは私的所有を排し農林業を中心とする協働の成果を共同所有するという原則が
まず根底に据えられているから，私的所有制への懐疑そのものを欠いた産業社会での「能
力主義」がそのまま持ち込まれることはない。それだけでなく，さらにその共同社会にお
ける次のような生活規範の方向性や人間関係が「能力主義」を無力化させるにあたって重
要な意義を有している，というところに注目しておきたい。
・自然および生命体の関連や循環総体を日常的に意識することになる農系社会の中での協
　働が，固定的に独立させてみた物象の出来映えを個体還元的に一元的尺度で測定するこ
　とを防ぎ，（竹内章郎流に言えば）生命を有する各個体の能力についての共同性や相互
　関係性を何よりも重要視して，その共同性や相互関係性をより望ましいものにしようと
　する生活規範の方向性。
・人間個体が他の生命とのかかわりを本源的に備えて生まれてくることをふまえて，他の
　生命とのかかわりのあり方を，自然支配的操作技術中心の産業社会における有用性を
　（効用を）個体間で競争させ序列化するような人間相互の関係や人間以外の生物への支
　配関係・一方的手段視関係へと矮小化させて凝結させてしまうのでなく，相乗的相互依
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存関係・協力関係として築いていこうとする方向性。
　3．「能力主義」から解き放たれた学校組織形成の構想
　端的に言って，私的所有の観念による囚われから脱し，共同所有のもとで，産業社会へ
の根底的反省をふまえた農系社会としての共同社会（生活世界）が基盤にあるかぎり，学
校組織が子ども達を（教職員達をも）序列的に測定し評価し格差づけられた不平等な処遇
をする必要はもはやなくなっている。そうであれば，「能力主義」によって学校組織が呪
縛される社会構造上の理由もなくなっている。このことを，「学園設立趣意書」（’97年3月）
および学園（小学校および中学校）の「教育内容」を資料として，少し立ち入って考察し
てみよう。
　（1）〈農〉の教育力に着目し，〈農〉を子どもの成長し発達するための環境として積極的
に取り入れようとするこの学園では，「人間はもともと自然界の一部であり，自然と共に
あってこそ生きている存在です。そして，農業ほど自然を知り，自然からもたらされる豊
かさを直に身体を通して学んでいけるものはありません」（Y学園教育文化研究所1997a：
70）という考え方を基本とする。
　（2）そこで強調される「学育方式」は次のように約言されている。「知識量の多寡を問う
テストによって，その子どもの人間としての価値を計ることは一切しません。子ども一人
一人には個性があり，それを一つの基準で序列化することなど，不可能だと思うからです。
あくまでも子ども自身の『学ぼうとする意欲』を引き出し，『学びとれる力』を養成する
ことに重点を置きます。子どもの成長する度合いもそれぞれに違いますから，それを比べ
て評価するようなこともしないで，一人一人をよく見て，その子の自発性・自律性・個性
を引き出していくような働きかけをしていきまず」（同上72）。つまり，一元的尺度に即し
た競争と序列という形で表面化する「能力主義」が廃絶されるべきだとの方向が示されて
いる。
　（3）農を基盤とする学育の営みにおいては，〈ほんとうはどうか〉とたえざる探究に向か
うことが重要視されるが故に，事象への認識の構えが謙虚なものとして培われてゆく。対
象に対して自分や自分の周囲の多くの人達がある特定の意味を付与して捉えている場合，
その捉え方を固定化することなく，「刻々と変化しているものに対していく中で，より自
分が謙虚になっていく。そうした物事に対する姿勢を学んでいくんじゃないか」（Y学園
教育文化研究所1998a：29），というように探究の基本姿勢が提起されている。「生命を育
てる仕事」としての農に基盤を置く学育において固定的な（客観主義的に自存化せる）真
理観が採られるのでなく，事象相互の関係態の流動の中で可動性をもつ関係の真理を探究
しようとするわけであり，その中でわかってくること以上にその何倍ものわからないこと
がでてくる，という科学的アプローチの妙が，あるいは不思議さが，認知されていくので
ある（同上19-33．1988b：12-21）。
　（4）自然のなかの植物にせよ動物にせよ，個別に分離して捉えた個体は，人間の願望に即
した操作どおりに方向づけられたり成果をあげたりすることには必ずしもならず，いわば
人間の制御力を越えたところでさまざまな作動が現象する。とはいえ，個体への視線を個
別化し分離するのでなくその関係の総体を捉えようとする探究を積み重ねることを通じて，
それら自然的個体的差異として現われもする関係の総体と人間社会との望ましい共生のあ
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り方が摸索されうることが，実践的にも感じ取られていることがわかる（Y学園教育文化
研究所1997a：2-18．1998a：10-13）。
　（5）ある特定の行為をできるかできないかというところでの優劣評価は，農を基盤とする
この共同社会の中でも，またこの共同社会に支えられて設立を準備されている学校組織の
中でも，できないことはないはずだ。そのような個々の行為ごとの優劣評価を数値化して
示しそれの総計値の比較をもって，個人の行為遂行力総体としての有能さを，効用を，序
列化しようと意図すればできなくはない。ここでしかし大切なのは，そのような優劣比較
の算定が何の意味をもつのか，とりわけ当の共同社会で生きる人間達にとってもつ正義や
道徳としての意味がどうであるか，ということだ。既に第II節での論証を経た我々は，上
記のような算定の妥当性の根拠への信仰を持つことはできない。それゆえ本節での（2）に記
した方向が採られることになり，その方向に沿って共同社会がそれを構成する個人の個性
（一諸関係の結節としてのそれ）を相乗的に生かし合えるような・豊饒な・人間関係を求
め続けることになるわけであろう。
　以上の考察は，現前するこの世界のなかに於いてでもまさに実践的に「能力主義」を自
明視することなく問題化し，「能力主義」の呪縛から解き放たれた学校組織形成の基本的
方向性と可能性についての一つの輪郭を描こうとしたものにすぎない。問題化の発展の筋
道をいっそう明晰にするために，ここで触れた事象連関への検討をさらに深める，という
課題が残されている。
《註》
（1）この場合にあたる経験的事象としては，学校教育に通用してきた「障害児」に対する処遇
　　のありようが差別処遇ではないか，とする問題化が生起しうる。事例として，北村小夜19
　　87や北村編1993が注目される。
（2）この場合にあたる経験的事象としては，「新しい学力」をめぐる評価の仕方の“混迷”を
　　示す言説が挙げられる。たとえば高野桂一1994など。
（3）「機能的等価性」をこのような位相で捉えることについては，N．ルーマン『目的概念と
　　システム合理性』（’68→’90（馬場・上村訳．勁草書房））特に序論と第四章が念頭に置か
　　れている。
《文　献》
川本隆史1995『現代倫理学の冒険』創文社
木田元他編1997『20世紀思想事典（第二版）』三省堂
北村小夜1987『一緒がいいならなぜ分けた』現代書館
北村小夜編1993『障害児の高校進学ガイド』現代書館
黒崎勲1995『現代日本の教育と能力主義』岩波書店
Nozick，R．1974／1989　Anarchy，State，and　Utopia，Basic　Books．（邦訳）『アナーキー・国家・
ユートピア』（嶋津格訳．木鐸社）
Rawls，J．1971／1979　A　Theory　of　Justice，　Harvard　University　Press．（邦訳）『正義論』
（矢島鈞次監訳．紀伊國屋書店）
Sen，A．1980／1989　“Equality　of　what？”in　S．M．McMurrin（ed．）The　Tanner　Lectures
on　Human　Values，Vol．1，　Cambridge　University　Press．（邦訳）「何の平等か？」A．セン
117
西口正文・田中節雄
『合理的な愚か者』（大庭・川本訳．勁草書房）
高野桂一1994「新学力観を具体化するために協働体制をどうつくっていくか」『教職研修』23巻
1号
竹内章郎1993『弱者の哲学』大月書店
Walzer，M．1983　Spheres　of　Justice，　Basic　Books．
Williams，B．1973“A　Critique　of　Utilitarianism”，in　Smart　，J．J．C，　and　Williams，B．　Util-
itarianism，　Cambridge　University　Press．
やまぎし学園教育文化研究所1997a『新しい風』1号
――――1997b『新しい風』2号
――――1998a『新しい風』3号
――――1998b『新しい風』4号
補論：国家の教育政策における最近の変化
　Iにおいて「新しい学力」を巡る評価の混迷に言及した。ここで補論として「新しい学力」に
関わって最近の国家の教育政策について触れておきたい。
　「新しい学力」という言葉は1989年の学習指導要領で提起されたものであるが，それから約10
年，最近の中央教育審議会や教育課程審議会の答申では「新しい学力」観がより具体的な制度の
改革となって提起されている。1998年8月に発表された教育課程審議会の中間答申からその点を
押さえておこう。
　答申によれば，議論のなかでまず，「児童生徒の学習負担を増加させないこと及び生活上のゆ
とりを確保することを重要なことと考え，……年間70単位時間の授業時数を削減するのが適当で
ある」との意見が出され，それに対して，「一定の教育水準を確保する観点から問題はないか」
などの意見もあったが，「教育水準の問題は単に時間数の多少の問題ではなく，今回行おうとし
ている学力観や評価観の転換により学力の質を変えると考えるべきではないか」という意見が出
されて，結局，小学校の場合，年間総授業時数については，全ての領域を合わせると約7％，教
科だけでは約14％，時数が削減されることになった。教科別に見ると，削減されなかったのは
「生活」だけで，削減率の最も高い「社会」は18％削減となっている。
　ここで，「学力観の転換」という発想がこのような結論を生み出す上で重要な役割を果たして
いることに注目したい。新聞によれば，「学力が低下しないか」という質問に対して文部省の関
係者は「学力を知識の量と考えれば確かに学力は下がるだろう」と答えた。学力観の転換を訴え
るためとは言え，文部省の役人が「学力は下がるだろう」と堂々と語るというところに，時代の
動きを読みとることができる。
　答申の焦点の一つは「総合的な学習の時間」の創設である。審議会自らがこう述べている。
「我々は，この時間が，……［生きる力］をはぐくむことを目指す今回の教育課程の基準の改善
の趣旨を実現する極めて重要な役割を担うものと考えている。」
　その趣旨・ねらいは，①各学校が創意工夫を生かせるような時間を確保すること，②全人的な
力である［生きる力］を育成するために，教科等の枠を越えた横断的・総合的な学習をより円滑
に実施するための時間を確保すること，などである。
　答申はさらにこう述べている。「国が目標，内容等を示す各教科と同様なものとして位置づけ
ることは適当ではないと考える。……教育課程の基準上の名称については「総合的な学習の時間」
とすることとし，各学校における教育課程上の具体的な名称については各学校において定めるよ
うにすることが妥当であると考える。」また，この時間の評価については「試験の成績によって
数値的に評価」しないこととしている。
　こうして見てくると，「総合的な学習の時間」は，教育課程におけるこれまでの常識からは考
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えられなかったような，きわめて画期的なものであると私には思える。
　「授業時数の削減」と「総合的な学習の時間の導入」の二点について述べたが，ここには「教
育的価値」の設定様相の大きな変化が見られ，また，「能力主義」への距離の取り方にも従来と
の違いを読みとることができる。
　即断は出来ないが，今後の学校教育システム全体の変化の可能性を示していることは指摘して
もいいのではないだろうか。
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